専用実施権等（設定・移転の承諾）承認申請書
平成　　年　　月　　日
国立研究開発法人情報通信研究機構
　　理事長　○○  ○○  殿
会社名
                                            実施責任者（肩書き＋氏名）　印
　　　　　　                                所在地
　平成　　年　月　日付け委託契約に基づく研究開発課題「　　　　　　　　　　」に係る知的財産権について、下記のとおり専用実施権等を（設定・移転の承諾）したいので、委託契約書第２６条の２第３項の規定により申請します（注１）。
　なお、専用実施権等の（設定・移転）を受ける者に同契約書第２６条第２項及び第３項、第２６条の２から第３１条まで並びに第５１条の規定の適用に支障を与えないよう約定させます（注２）。
記
１　専用実施権等（注３）を（設定・移転の承諾）しようとする知的財産権について
	知的財産権の種類(注４)

番号(注５)及び名称(注６)
	移転元住所・名称
	設定又は移転を受ける者の住所・名称

	
	
	


２．承認を受ける理由（注７）
（以下のポイントを参考にして具体的な理由を記載する）
（１）当該専用実施権等の（設定・移転）により、研究開発の成果が事業活動において効率的に活用されるか。すなわち、専用実施権等の（設定・移転）を受ける者は、研究開発の成果を真に利用しようとするものか。（産業技術力強化法第１９条に基づく観点）

（２）当該専用実施権等の（設定・移転）が、我が国の国際競争力の維持に支障を及ぼすこととなる研究開発の成果の国外流出に該当しないかどうか。（研究開発力強化法第４１条に基づく観点）
（３）民間基盤技術研究促進制度の趣旨に合致しているか。
（注意事項）
（注１）：　条項番号については、契約年度によって異なるのでよく確認して記載すること。
（注２）：　条項番号については、契約年度によって異なるのでよく確認して記載すること。また、平成２１年度以前の委託契約に基づいて専用実施権等を設定しようとする場合には、当該第三者が当該専用実施権を他の第三者に移転する際に、委託者が当該移転の承諾（特許法第７７条第３項）を行うに当たり、NICTの事前承認を得ることを申請書に記載すること。
（注３）：　特許法第７７条に規定する専用実施権、特許法第３４条の２に規定する仮専用実施権、実用新案法第１８条に規定する専用実施権、意匠法第２７条に規定する専用実施権、半導体集積回路の回路配置に関する法律第１６条に規定する専用利用権、種苗法第２５条に規定する専用利用権をいう。
（注４）：　特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権、育成者権のうち該当するものを記載する。　
（注５）：　当該種類に係る設定登録番号を記載のこと。ただし仮専用実施権については特許出願番号を記載のこと。
（注６）：　特許権又は特許を受ける権利については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係る物品、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。
（注７）：　具体的な理由を、以下の観点を参考として記載すること。
（１）について
○専用実施権の（設定・移転）を受ける者は、研究開発の成果を効率的に活用するための具体的な事業計画等を有している者であるか。
○専用実施権の（設定・移転）を受ける者が研究開発の成果等を活用して行う事業が、法令や公序良俗に反するものではないか。
○専用実施権の（設定・移転）を受ける者は、当該委託研究開発に関する共同研究先であるか。
（２）について
○専用実施権の（設定・移転）を受ける者は国内に所在する組織か、国外に所在する組織か。国内に所在する組織である場合、その資本比率等はどのようになっているか。
○専用実施権の（設定・移転）が行われた場合において、研究開発の成果が活用される場所は国内か、国外か。
○当該専用実施権の（設定・移転）により、国内企業（大学・研究機関を含む）が重要な研究成果に対しアクセスすることが困難となるおそれがあるか。
○当該専用実施権の（設定・移転）により、国内企業の国際競争力の維持に対する不利益がもたらされないか。

（３）について

○権利を自ら実施、又は第三者に通常実施権により実施許諾することはできないのか。
○売上（収益）の最大化を図る措置として妥当か。
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